
当資料は、日興アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるもので
はありません。なお、掲載されている見解および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託は、値動きのある
資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・
換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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米国での成長戦略を巡る議会審議の進展と
ワクチン接種義務化の拡がり

●上記は過去のものおよび計画・法案であり、将来を約束するものではありません。

項目 金額

交通インフラ整備 6,210
生活インフラ整備 6,500
製造業の競争力強化 5,800
高齢者施設・病院などの整備 4,000

小計 2兆2,510

項目 金額

無償教育拡充、大学進学・
卒業支援拡充

5,060

保育支援拡充 2,250
有給休暇、病気休暇などの
拡充支援

2,250

子育て世帯、低所得者世帯に
対する減税枠拡充など

8,450

小計 1兆8,010

超党派の
インフラ投資

計画案

5年間で

5,500

民主党単独
の

予算決議案

10年間で

3兆5,000

合計 4兆0,520 合計 4兆0,500

バイデン政権の成長戦略と関連法案
「米国雇用計画」

「米国家族計画」

関連法案

米家計の預金額*の推移
（2017年1-3月期～2021年1-3月期）

FRB（連邦準備制度理事会）のデータをもとに日興アセットマネジメントが作成報道などをもとに日興アセットマネジメントが作成

*決済性預金、定期性預金、MMFなどの合計

2020年
までの
傾向線
の延長を
約3兆
米ドル
（GDP比
14%超）
上回る

（億米ドル）
（億米ドル）

主な税源：

未使用のコロナ対策資金
や失業保険給付金、

経済底上げによる税収の
増加分など

主な税源：

企業や富裕層を対象
とした増税など

ワクチン接種の更なる普及に伴ない、
行動制限が一段と緩和される場合、
積み上がった預金がリベンジ消費を

押し上げると期待される

米国では、バイデン大統領が今春に相次いで発
表した、総額2.25兆米ドルの「米国雇用計画」と総
額1.8兆米ドルの「米国家族計画」の実現に向け、
関連法案の議会審議が8月に大きく進展しました。

まず、超党派グループがまとめた、5年間で約
5,500億米ドルの新規支出（既に予算配分済みの
支出を加えた総額は約1兆米ドル）からなるインフ
ラ投資計画案が8月10日に上院で可決されました。
同案は、米国雇用計画に掲げられたインフラ投資
を部分的にカバーするもので、下院では9月27日
までに採決する予定となっています。

一方、米国雇用計画に掲げられ、超党派のイン
フラ投資計画案に含まれなかった気候変動関連
の投資や、米国家族計画に掲げられている項目に
ついては、バイデン政権が法人増税や富裕層を対
象とした増税を主な税源とする意向であるため、
増税に反対する野党・共和党の賛成を期待できま
せん。このため、与党・民主党は、同党議員による
単独過半数の賛成で可決可能となる特例措置を
活用し、総額3.5兆米ドルの歳出という予算の大枠
を予算決議案という形で採決に持ち込み、8月11
日には上院、同月24日には下院で可決させました。

今後は、議会の各委員会が所管分野の予算編
成作業に入り、9月15日までにまとめられる具体的
な予算関連法案が今秋、上下両院で採決される

ことになります。なお、民主党内にも増税への反対
意見があるほか、気候変動対応でも温度差がある
ため、予算編成作業で同党が結束できるかどうか、
不透明な面があります。ただし、規模や内容の修
正が必要となるなど、紆余曲折は予想されるもの
の、「全部ではないにしろ、大部分を実現できるだ
ろう」とのバイデン大統領の見通しが実現する可能
性が高いとみられます。

足元では、変異株の感染拡大が懸念され、欧米
のようにワクチン接種が進んでいる国・地域でも、
消費者信頼感などが下振れしています。ただし、
米国では、昨年12月以降、緊急使用が認められ
てきた新型コロナウイルス向けワクチンの内の１つ
に対し、当局の正式承認が8月23日に下りたことを
受け、職場などでワクチン接種を義務づける動き
が拡がりつつあります。これに伴ない、今後、接種
率が一段と高まれば、経済活動再開の更なる進
展につながると見込まれます。そして、消費者信
頼感などが回復に向かうだけでなく、家計に積み
上がった過剰な預金なども活用した、リベンジ消費
につながっていくことが期待されます。

米国では、量的緩和の縮小が年内にも始まる見
通しながら、まもなく成立するとみられる成長戦略
や、ワクチンの義務化の動きなどが、今後の景気
回復を支えることになると見込まれます。

8年間で

10年間で
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